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(57)【要約】
【課題】欄干の外側へ乗り出した利用者に対して適切に
警報を発生するとともに、正常に乗客コンベアを利用し
ている者を不快にさせない乗客コンベアの安全装置を提
供する。
【解決手段】欄干４の外側に沿った乗客コンベア長手方
向の検出エリアを有し、検出エリア内に侵入した物体の
乗客コンベア長手方向の位置を検出する位置検出装置と
、乗客コンベア長手方向に任意間隔で設けられ、警報を
発生する複数の警報発生装置と、位置検出装置が物体の
乗客コンベア長手方向の位置を検出した場合に、複数の
警報発生装置のうち、物体の検出位置近傍の警報発生装
置を選択して、警報を発生させる制御手段とを備えた。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　欄干の外側に沿った乗客コンベア長手方向の検出エリアを有し、前記検出エリア内に侵
入した物体の前記乗客コンベア長手方向の位置を検出する位置検出装置と、
　前記乗客コンベア長手方向に任意間隔で設けられ、警報を発生する複数の警報発生装置
と、
　前記位置検出装置が物体の前記乗客コンベア長手方向の位置を検出した場合に、前記複
数の警報発生装置のうち、物体の検出位置近傍の警報発生装置を選択して、警報を発生さ
せる制御手段と、
を備えたことを特徴とする乗客コンベアの安全装置。
【請求項２】
　前記位置検出装置は、
　前記欄干の一方の外側に沿った前記乗客コンベア長手方向の第一検出エリアを有し、前
記第一検出エリア内に侵入した物体の前記乗客コンベア長手方向の位置を検出する第一位
置検出装置と、
　前記欄干の他方の外側に沿った前記乗客コンベア長手方向の第二検出エリアを有し、前
記第二検出エリア内に侵入した物体の前記乗客コンベア長手方向の位置を検出する第二位
置検出装置と、
を備え、
　前記複数の警報発生装置は、
　前記欄干の一方近傍で、前記乗客コンベア長手方向に任意間隔で設けられ、警報を発生
する複数の第一警報発生装置と、
　前記欄干の他方近傍で、前記乗客コンベア長手方向に任意間隔で設けられ、警報を発生
する複数の第二警報発生装置と、
を備え、
　前記制御手段は、
　前記第一位置検出装置が物体の前記乗客コンベア長手方向の位置を検出した場合に、前
記複数の第一警報発生装置のうち、物体の検出位置近傍の第一警報発生装置を選択して、
警報を発生させ、
　前記第二位置検出装置が物体の前記乗客コンベア長手方向の位置を検出した場合に、前
記複数の第二警報発生装置のうち、物体の検出位置近傍の第二警報発生装置を選択して、
警報を発生させることを特徴とする請求項１記載の乗客コンベアの安全装置。
【請求項３】
　前記警報発生装置は、警報として、往路側移動手摺を振動させることを特徴とする請求
項１又は請求項２記載の乗客コンベアの安全装置。
【請求項４】
　前記警報発生装置は、前記欄干上部のガードレール内部に設けられ、前記ガードレール
上部に取り付けられた手摺ガイドに振動を与え、前記手摺ガイドに、前記往路側移動手摺
へ前記振動を伝達させることを特徴とする請求項３記載の乗客コンベアの安全装置。
【請求項５】
　前記乗客コンベアの運転方向を検出する運転方向情報検出手段、
を備え、
　前記制御手段は、前記運転方向情報検出手段により検出された前記乗客コンベアの運動
方向側の警報発生装置を選択して、警報を発生させることを特徴とする請求項１～請求項
４のいずれかに記載の乗客コンベアの安全装置。
【請求項６】
　前記乗客コンベアの運転速度を検出する運転速度情報検出手段、
を備え、
　前記制御手段は、前記運転方向情報検出手段により検出された前記乗客コンベアの運転
方向へ、前記運転速度情報検出手段により検出された前記乗客コンベアの運転速度に追従
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させて、警報を発生させる警報発生装置を切り替えることを特徴とする請求項５記載の乗
客コンベアの安全装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記位置検出装置により検出された物体の前記乗客コンベア長手方向
の変化に追従させて、警報を発生させる警報発生装置を切り替えることを特徴とする請求
項１～請求項４のいずれかに記載の乗客コンベアの安全装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、利用者が欄干の外側へ乗り出した場合に警報を発生する乗客コンベアの安
全装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　乗客コンベアの安全装置として、上下乗降口間に光電装置の投光器及び受光器を設けた
ものが提案されている。この安全装置は、欄干の外側に光電ビームを透過させる機能を有
する。かかる構成の乗客コンベアの安全装置は、利用者が欄干の外側へ乗り出して光電ビ
ームを遮断した場合に、警報を鳴動させるとともに、乗客コンベアを停止させる（例えば
、特許文献１参照）。
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－２１９４７４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、特許文献１記載のものは、欄干の外側へ乗り出した利用者以外の者にも、警報
を聞かせることになる。このため、正常に乗客コンベアを利用している者の中には、警報
を聞いて不快になるものもいるという問題があった。
【０００５】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、その目的は、欄干の
外側へ乗り出した利用者に対して適切に警報を発生するとともに、正常に乗客コンベアを
利用している者を不快にさせない乗客コンベアの安全装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明に係る乗客コンベアの安全装置は、欄干の外側に沿った乗客コンベア長手方向
の検出エリアを有し、前記検出エリア内に侵入した物体の前記乗客コンベア長手方向の位
置を検出する位置検出装置と、前記乗客コンベア長手方向に任意間隔で設けられ、警報を
発生する複数の警報発生装置と、前記位置検出装置が物体の前記乗客コンベア長手方向の
位置を検出した場合に、前記複数の警報発生装置のうち、物体の検出位置近傍の警報発生
装置を選択して、警報を発生させる制御手段とを備えたものである。
【発明の効果】
【０００７】
　この発明によれば、欄干の外側へ乗り出した利用者に対して適切に警報を発生するとと
もに、正常に乗客コンベアを利用している者を不快にさせない乗客コンベアの安全装置を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　この発明を実施するための最良の形態について添付の図面に従って説明する。なお、各
図中、同一又は相当する部分には同一の符号を付しており、その重複説明は適宜に簡略化
ないし省略する。
【０００９】
実施の形態１．
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　図１はこの発明の実施の形態１における安全装置が利用される乗客コンベア全体の縦断
面図である。図２は図１のＡ－Ａ方向からみた要部拡大図である。図３は図２のＢ部拡大
図である。図４はこの発明の実施の形態１における乗客コンベアの安全装置のブロック図
である。
【００１０】
　図１において、１、２はそれぞれ乗客コンベアの上部乗降口、下部乗降口である。これ
らの乗降口間１、２では、踏段３が循環移動する。そして、踏段３の両側には、欄干４が
配置される。これらの欄干４には、移動手摺５が設けられる。これらの移動手摺５は、踏
段３と同期して循環移動する。
【００１１】
　また、上部乗降口１近傍の両欄干４の外側には、建築壁面６が配置される。これらの建
築壁面６には、それぞれ第一位置検出装置７及び第二位置検出装置（図示せず）が設けら
れる。
【００１２】
　第一位置検出装置７は、第一検出エリア８ａを有する。この第一検出エリア８ａは、欄
干４の一方の外側に沿った乗客コンベア傾斜部の長手方向に設けられるものである。そし
て、第一位置検出装置７は、第一検出エリア８ａ内に侵入した利用者９や利用者９の荷物
等（以下、物体という）の乗客コンベア長手方向の位置を検出するように、常時、下方へ
検出ビームを射出する機能を有する。
【００１３】
　第二位置検出装置は、第二検出エリア（図１においては図示せず）を有する。この第二
検出エリアは、欄干４の他方の外側に沿った乗客コンベア傾斜部の長手方向に設けられる
ものである。そして、第二位置検出装置は、第二検出エリア内に侵入した物体の乗客コン
ベア長手方向の位置を検出するように、常時、下方へ検出ビームを射出する機能を有する
。
【００１４】
　また、両欄干４の往路側移動手摺５下方には、それぞれ複数の第一警報発生装置１０ａ
及び複数の第二警報発生装置（図１においては図示せず）が設けられる。より具体的には
、第一警報発生装置１０ａは、欄干４の一方側に、乗客コンベア傾斜部の長手方向に任意
間隔Ｐ（例えば、１ｍ間隔）をもって設けられる。第二警報発生装置は、欄干４の他方側
に、乗客コンベア傾斜部の長手方向に任意間隔Ｐをもって設けられる。これらの警報発生
装置１０ａ等は、警報を発生する機能を有する。そして、第一位置検出装置７、第二位置
検出装置、第一警報発生装置１０ａ、第二警報発生装置は、制御回路（図１においては、
図示せず）に接続される。
【００１５】
　この制御回路は、第一位置検出装置７が物体の乗客コンベア長手方向の位置を検出した
場合に、複数の第一警報発生装置１０ａのうち、物体の検出位置近傍の第一警報発生装置
１０ａを選択して、警報を発生させる機能を有する。また、制御回路は、第二位置検出装
置が物体の乗客コンベア長手方向の位置を検出した場合に、複数の第二警報発生装置のう
ち、物体の検出位置近傍の第二警報発生装置を選択して、警報を発生させる機能を有する
。即ち、制御回路は、乗客コンベアの安全装置全体を制御する制御手段として機能する。
【００１６】
　図１では、第一検出エリア８ａに利用者９の頭部が侵入した場合を示している。この場
合、第一位置検出装置７は、物体が長手方向傾斜部下方に距離Ｌだけ離れた位置にあるこ
とを検出する。そして、制御回路は、当該位置近傍の第一警報発生装置１０ａを選択して
、警報を発生させる。
【００１７】
　次に、図２を用いて、第一位置検出装置７による物体の検出方法をより詳細に説明する
。
　図２には、両欄干４、両検出エリア８ａ、８ｂ、両警報発生装置１０ａ、１０ｂが示さ
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れる。図２に示すように、利用者９は、欄干４の一方側の往路側移動手摺５に手を掛けて
、乗り出している。その結果、利用者９の頭部が、第一検出エリア８ａに侵入している。
この場合、第一位置検出装置７は、カメラのオートフォーカスと同様の動作を行う。
【００１８】
　オートフォーカスのカメラにおいては、シャッターが半押しされると、フォーカシング
が開始される。そして、被写体がフォーカスされたときの測定距離に基づいて、被写体に
焦点が合致するようにレンズが移動される。ここで、測定距離は、被写体に赤外線・超音
波等を照射し、その反射波が戻るまでの時間や照射角度により検出される。第一位置検出
装置７は、かかる動作と同様に、物体の距離を測定し、乗客コンベア長手方向の位置を検
出する。同様に、第二位置検出装置も、第二検出エリア８ｂに侵入する物体の乗客コンベ
ア長手方向の位置を検出する。
【００１９】
　次に、図３を用いて、第二警報発生装置１０ｂの要部を説明する。
　図３は、欄干４の他方の上部を示したものである。図３において、１１はガードレール
である。このガードレール１１は、欄干４の他方の上部に設けられる。このガードレール
１１は、開口部を上方に向けている。そして、この開口部を上方から塞ぐように、手摺ガ
イド１２が取り付けられる。この手摺ガイド１２の上部には、鍔部が設けられる。この鍔
部は、ガードレール１１両側から突出する。そして、この鍔部に、移動手摺５の両端部が
係合する。かかる係合により、移動手摺５は、手摺ガイド１２に案内される。
【００２０】
　かかる構成においては、ガードレール１１内部に、空間が形成される。この空間内に、
振動付与装置（図３においては図示せず）が設けられる。この振動付与装置が、第二警報
発生装置１０ｂの要部である。より具体的には、振動付与装置は、駆動電源が投入される
と、手摺ガイド１２を振動させる機能を有する。そして、手摺ガイド１２は、かかる振動
を往路側移動手摺５へ伝達する。
【００２１】
　次に、図４を用いて、安全装置全体の構成及び動作をより詳細に説明する。なお、図４
においては、簡略化のため、第二位置検出装置、第二警報発生装置１０ｂを省略して説明
する。
　図４に示した安全装置は、第一位置検出装置７、運転方向情報検出手段１３、運転速度
情報検出手段１４、第一警報発生装置１０ａ、制御回路１５からなる。
【００２２】
　第一位置検出装置７は、侵入検出手段７ａ、位置検出手段７ｂからなる。侵入検出手段
７ａは、第一検出エリア８ａに侵入する物体を検出する機能を有する。位置検出手段７ｂ
は、侵入検出手段７ａにより検出された物体の乗客コンベア長手方向の位置を検出する機
能を有する。
【００２３】
　運転方向情報検出手段１３は、乗客コンベアの運転方向を検出する機能を有する。より
具体的には、運転方向情報検出手段１３は、乗客コンベアが上昇方向に運転されているか
、下降方向に運転されているかを判断する機能を有する。運転速度情報検出手段１４は、
乗客コンベアの運転速度を検出する機能を有する。より具体的には、運転速度情報検出手
段１４は、踏段３及び移動手摺５の循環移動の速度を検出する機能を有する。
【００２４】
　第一警報発生装置１０ａは、振動付与装置１６、音声アナウンス発生手段１７、ブザー
音発生手段１８からなる。振動付与装置１６は、第二警報発生装置１０ｂにおけるものと
同様である。即ち、振動付与装置１６は、手摺ガイド１２を振動させ、手摺ガイド１２に
往路側移動手摺５へ振動を伝達させる機能を有する。音声アナウンス発生手段１７は、危
険を知らせる音声アナウンスを発生する機能を有する。ブザー音発生手段１８は、一般的
なブザー音を発生する機能を有する。かかる構成の第一警報発生装置１０ａは、警報とし
て、振動付与装置１６、音声アナウンス発生手段１７、ブザー音発生手段１８のうち、少
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なくとも一つを選択して動作させる機能を有する。
【００２５】
　制御回路１５には、侵入検出手段７ａから物体の検出信号が入力されるとともに、位置
検出手段７ｂから物体の乗客コンベア長手方向の位置情報が入力される。また、制御回路
１５には、運転方向情報検出手段１３から乗客コンベアの運転方向情報が入力されるとと
もに、運転速度情報検出手段１４から乗客コンベアの運転速度情報が入力される。
【００２６】
　さらに、制御回路１５は、物体の位置情報に変化がある場合に、物体が乗客コンベア中
央から欄干４の一方の外側へはみ出したと判断する。そして、制御回路１５は、物体のは
み出しがあると判断する場合に、物体の検出位置に最も近い第一警報発生装置１０ａを選
択して、警報を発生させる。その後、制御回路１５は、乗客コンベアの運転方向及び運転
速度に追従させて、警報を発生させる第一警報発生装置１０ａを切り替える。
【００２７】
　なお、制御回路１５は、上記以外にも他の動作を行うように設定できる。例えば、制御
回路１５は、物体のはみ出しがあると判断する場合、物体の検出位置に最も近い第一警報
発生装置１０ａ及び乗客コンベアの運転方向側の複数（例えば２個）の第一警報発生装置
１０ａを選択して、警報を発生させるように設定することができる。さらに、制御回路１
５は、第一位置検出装置７により検出された物体の乗客コンベア長手方向の変化に追従さ
せて、警報を発生させる第一警報発生装置１０ａを切り替えるように設定することもでき
る。
【００２８】
　以上で説明した実施の形態１によれば、例えば、位置検出装置７等が物体の乗客コンベ
ア長手方向の位置を検出した場合に、複数の警報発生装置１０ａ等のうち、物体の検出位
置近傍の警報発生装置１０ａ等を選択して、警報を発生させることができる。このため、
物体の検出位置近傍の利用者９に対して、良好な利用状態となるように注意を促すことが
できる。一方、物体の検出位置近傍以外の警報発生装置１０ａ等は、警報を発生しない。
このため、物体の検出位置近傍以外にいる利用者９に対しては、注意を促すことがない。
即ち、かかる利用者９を不快にさせることもない。
【００２９】
　また、第一位置検出装置７が物体を検出した場合は、第一警報発生装置１０ａが警報を
発生する。一方、第二位置検出装置が物体を検出した場合は、第二警報発生装置１０ｂが
警報を発生する。このため、物体がはみ出した欄干４側のみに警報を発生させることがで
きる。従って、より確実に物体の検出位置側の利用者９のみに注意を促すことができる。
【００３０】
　さらに、警報発生装置１０ａ等の設定を振動付与装置１６のみ動作する設定とすれば、
警報は、往路側移動手摺５の振動のみとなる。このため、警報が周囲に広がることがない
。従って、より確実に物体の検出位置近傍の利用者９のみに注意を促すことができる。
【００３１】
　加えて、振動付与装置１６は、ガードレール１１内部に設けられ、手摺ガイド１２に振
動を与えることにより、移動手摺５を振動させることができる。このため、振動付与装置
１６は、特殊な欄干４を必要としない。従って、安価な安全装置が実現される。
【００３２】
　また、安全装置は、物体の検出位置に最も近い警報発生装置１０ａ等だけでなく、乗客
コンベアの運転方向側の複数の警報発生装置１０ａ等も選択して、警報を発生させること
ができる。このため、乗客コンベアが運転されることにより、欄干４の外側へ乗り出した
利用者９が当該位置を過ぎ去ることがあっても、当該利用者９に確実に注意を促すことが
できる。
【００３３】
　さらに、安全装置は、運転速度情報検出手段１４等により検出された乗客コンベアの運
転速度に追従させて、警報を発生させる警報発生装置１０ａ等を切り替えることができる
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。このため、欄干４の外側へ乗り出した利用者９の移動に追従して、より適切な警報発生
装置１０ａ等を動作させることができる。
【００３４】
　加えて、安全装置は、位置検出装置７等により検出された物体の乗客コンベア長手方向
の変化に追従させて、警報を発生させる警報発生装置１０ａ等を切り替えることもできる
。このため、運転方向情報検出手段１３、運転速度情報検出手段１４の構成を不要とし、
安全装置の簡素化を図ることもできる。
【００３５】
　なお、位置検出装置７等は、上述した機能を有せば、下部乗降口２側に設けられていて
もよい。そして、第一位置検出装置７は、建築壁面６でなく、乗客コンベアに設けてもよ
い。また、本発明の安全装置は、動く歩道に対しても有効であることはいうまでもない。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】この発明の実施の形態１における安全装置が利用される乗客コンベア全体の縦断
面図である。
【図２】図１のＡ－Ａ方向からみた要部拡大図である。
【図３】図２のＢ部拡大図である。
【図４】この発明の実施の形態１における乗客コンベアの安全装置のブロック図である。
【符号の説明】
【００３７】
　１　上部乗降口
　２　下部乗降口
　３　踏段
　４　欄干
　５　移動手摺
　６　建築壁面
　７　第一位置検出装置
　７ａ　侵入検出手段
　７ｂ　位置検出手段
　８ａ　第一検出エリア
　８ｂ　第二検出エリア
　９　利用者
１０ａ　第一警報発生装置
１０ｂ　第二警報発生装置
１１　ガードレール
１２　手摺ガイド
１３　運転方向情報検出手段
１４　運転速度情報検出手段
１５　制御回路（制御手段）
１６　振動付与装置
１７　音声アナウンス発生手段
１８　ブザー音発生手段
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